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環境正義運動 にお ける住民参加政策の可能性 と限界

　　　　　　
一

米国ル イジア ナ におけ る反公 害運動の 事例一

　　原口　弥生

（東京都立大学大学院）

　米国 におい て 社会問題化 して い る、ブ ル
ーカ ラ

ー
層 や マ イノ リテ ィ地域 にお ける環境負荷 の 不

平等な蓄積、い わ ゆ る 環境的不 公正 の 告発 は
、 tg80年代に端を発す る 。 多くの 統計的調査や事例

に お い て 、ブ ル
ー・カ ラ

ー
層 や 人種的マ イノ リテ ィ地域の 環境保護が 、自人地域 に比べ 大 きく後

退 して い る こ とが報告され て きた 。 しか しなが ら、米国で は よ り開か れ た意思決定過程 を実現す

る た め に、1960年代か ら住民参加政策が 取 られ て きて い る 。 環境の 分野 に お い て も、1969年に 制

定 され た 「国家環境政策法 （NEPA ）」 に お い て 、住民参加が 環境行政の
一

環 と して 位置づ け られ

た の で あ る。

　開かれた意思決定が可能で あ る社会 に おい て 、どの よ うに して 環境的不 公平 とい う問題 が 生ま

れ、さ ら に環境正義運動 とい う対抗的 な社会運 動 が 発 生 す る の だ ろ うか 。 本稿で は、化学工 場の

建設 をめ ぐ り米国南 部で 発生 した反公 害運 動 を事例 と して 取 り Lげ、米国の 環境保護 政 策に お け

る住民参加政策 の 意義 と課題 に つ い て 論 じた 。

キーワ ード　住民参加政策、環境正義、バ イ ア ス 、州政府 と連邦環境保護庁

1，は じめ に　米 国 の住民参加政策 と環境正義

　米国で は 、よ り開かれた意思決定を実現する た め に、1960年代から住民参加政策が取 られて き

て い る 。 住民参加を実現 させ る ため の民主的 な制度が定め られ、
T「
透明

e「
な意思決定が可能で あ

る とされ る社会に おい て 、どの ように して 環境的不公平 とい う問題が生 まれ、さらに環境正義運

動 とい う対抗的 な社会運動が発生す る の か、とい う疑問か ら本研究は出発 して い る 。

　米国に お い て 社会問題化 して い る ブ ルー ・カ ラー
層や マ イ ノ リテ ィ 地域 に お け る環境負荷の 不

平等な蓄積 、
い わゆる環境的不公正 （environTnental 　injustice）の 告発は 、 80年代に端 を発する 。

多くの統計的調査や事例 にお い て、政治力の 乏 しい ブル ー ・カ ラ
ー層や人種的マ イ ノ リテ ィ 地域

の 環境保護が 、 白人地域 に比 べ 大き く後退 して い る こ とが報告され て きた 。 またほ とん どの研究

で 、人種 とい う要素が環境保護に お ける市各差 を最 も説明する と し、環境人種差別 （environmental

racism ）とい う表現 も米国内で徐々 に定着 しつ つ あ る とい えよう。
こ れ らの 問題を克服す るため

に うまれ て きた理念が、環境正義 （environrnental 　justice）で ある （U ．S．General　Accounting　Office，

1983；United　Church　of 　Christ　Commission　fer　Racial　JuStice，1987；Laveile　and 　Coyle
，
1992；Bryant　and

Mehai　eds ．
，
1992；　Bryant，　ed ．，1995 ；Bullard，1990，1993 ；Bullard，　ed ，，1994 ；Cable　and 　Shriver，1995；

Capek，1992，1993；Szasz，1994）　。

　と こ ろ で 、米国で は、社会的意思決定の ため に必 要な情報公 開制度の整備は、　「1青報 自由法

（FOIA ）」　（1966）をは じめ と して 、 60年代か ら進め られ て きて い る 。 環境の分野 にお い て も、
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1969年に制定 された 「国家環境政策法 （NEPA ＞J に お い て 、 関与者間に お ける政治的な妥協点

を探 る こ とを目的 とし、住民 参加 を環境政策の 一環 として位置づ ける方向性が示 された （原科．

1994） 。 米国の 民主主義的な意思決定は、住民投票で カリ フ ォ ル ニ ア州の原子力発電所 を閉鎖 し

た事例 （長谷川，1996）に示 される ように、環境政策にお い て も重要な成果をあげて きて い る 。

　 と こ ろが 、住民参加政策は 有益性だ けで は な く
11

リ ス グ も内包 して い る と、フ ロ イ デ ン バ
ー

グ （Freudenburg， 1983＞らは指摘する 。 それ は 、　「住民参加政策は
、 そ の 意図に反 して 、既存の

政治体系における不平等 を緩和 させ る の で はな く、む しろ 強化す る方向に機能する」か らで ある

（Freudenburg　and 　Olsen，1983：67） 。 とい うの は 、

嚠
参加主体

「
が もつ 資源の 動員力、ある い は意

思形成へ の実質的影響力に よっ て 、制度の実質的活用 レベ ル は 、 大部分規定 されるか らで ある 。

その 参加プ ロ グラム を最 も効率的に活用する の は、政治的保護を最も必要としない 上層階級に属

する人 々 であり、逆に、保護を最 も必要とする 人々 は、資源不足の ため、こ の ようなプ ロ グ ラ ム

を有効 に活用する こ とが ほ とん どで きな い の で ある （Freudenburg　and 　Olsen，1983）。政治家や

有力者 に よ る住民参加制度の 濫用に よっ て 、 「住民参加」を目的 と して 定め られ たプ ロ グ ラ ム

が 、逆説的に機能 して い る とい う指摘は特筆に値するだ ろ う。住民参加プロ グ ラ ム へ の 関与をと

お して 表れ る、あ る 個人 や 組織が 持つ 意思決定へ の 影響力の 格差は、まさ に環境汚染 の 不平等な

（再）分配に大 きく影響 して い る と考える こ と が で きる
。 環境正義運動 とは、従来の

”
民 主的な

意思決定過程
1’

に実質的に参加で きて い なか っ た人種的マ イ ノ リテ ィや ブ ル
ー ・カ ラ

ー
層 による

大衆運動 と見る こ とがで きよう。そ こ で、環境正義運動は 「正義」とい う
1「
社会運動の重要な構

成要素
H
を と りこ ん だ 「抑圧 の 中で 形成 され た反抗の 動 き」 とい う側面 を もっ て くる の で ある

（Dowie，1995＝ 1998：3；寺田，1998b） 。

　本稿で は、米国で 進ん で い る とされる
1

民 主 的
1

な社会的意思決定 とい う側面に注目 し、環境

政策に お ける住民 参加政策 の 有効性 とそ の 問題点に つ い て考察する 。 こ こ で い う住民参加政策 と

は、主に情報公開制度な どの 参加を促す契機 となる制度か ら、公聴会な どの意思表出機会 の 提供

を与え る制度 、 さ らに政 府機関へ の 申立 て な ど を視野に 入 れ て い る 。

　本稿で取り上 げる の は 、米国南部の小 さな集落に大規模化学工 場建設が計画 され 、 建設に反対

す る住民が公害予防運動を繰 り広げた事例 である 。 米国にお い ては、工場操業などの 許認可審査

お い て も、公聴会開催などをとお した住民参加は必要不可欠な手続 きとして 定め られ てい る 。 こ

こ で は 、 大気汚染許可 に関する許認 可審査 に注 目 し、審査手続 きの 中で
「’

ア フ リカ系住民
tt

や

PF
ブ ル ー ・カ ラ ー暦

’

の 「参加」が、意思決定過程 にお い て どの よ うに扱われ た の か を問題 と し

た い
。 また、州 レベ ル と連邦 レベ ル に お い て、建設反対住民 の 訴えに対する反応が異なる とす る

と、そ れは州政府や連邦政府が置かれた立場 とどの ような関連がある の か、
Hinn

明
”
な意思決定

過程は 反対住民の 運動に と っ て どの ような影響を及ぼ した の か、などに留意 しなが ら分析 を進め

て い く。 また こ の 紛 争は 、1998年9 月の 企 業側 に よる計画地変更の発表をもっ て
”
住民運動の 勝

利
”

となっ たわけだが 、 住民による草の 根運 動が成功 した背景 を分析する こ とは、本論の 射程外

とす る
〔1
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2．シン テ ッ ク塩 化ビニ ル 工 場操業の 許認可審査 シス テム

2．1．事例 の概要

　 こ こ 20年、大規模な計画が持ち込 まれ る こ とがなか っ たル イジ ア ナ州セ ン ト・ジ ェ
ー

ム ス 郡

（St．James　Parish）コ ンベ ン ト （Convent）に、1996年、日本最大手 の 化学企業が、塩化ビ ニ ル 工

場建設 の 計画を正式 に発表 した 。 進出 を希望 した の は、信越化学工業 （株）が 100％出資する米

国子会社、シ ン テ ッ ク （Shintech，　Inc．）である
〔21

。 テ キサ ス に本社をもつ シ ン テ ッ クは、原料

か ら製品まで を
一
貫製造する大型塩化ビニ ル 工場 を建設する予定で あっ た 。 しか し、計画が住民

に知れわたる と同時に反対運動が起 こ り、企 業側 は計画変更を余儀な くされた。98年秋に、企業

は計画地 を50 キ ロ 上 流の 地域 に移 し、工場規模 を大幅に 縮小する新 しい 計画を発表 した 。 本稿

は 、
コ ン ベ ン ト予定地 に つ い て の 地域紛争の みを研究対象とする。

　工 場予定地に つ い て簡単な説明を し て お くと、ル イジア ナ州は人 口 420万 人、石油精製 と石 油

化学産業 を基幹産業とす る州であ る 。 南部の 州都 バ トン ・ル ージ ュ か らニ ュ
ー

オリ ン ズ に わた る

ミシシ ッ ピー
川沿い の 一帯は、海運が利用で きる こ ともあ り、100とも140とも言われ る化学工場

が進出して お り重化学工業地帯を形成 して い る 。 健康面 の 障害を強調する環境団体は、こ の 地域

を 「ガ ン街道 （cancer 　alley）」 とい う呼称で 表現する c31
。 セ ン ト ・ジェ

ーム ス 郡 （約2万人） コ

ン ベ ン トは、人 口 が約2，600人 （うち ア フ リカ系1，767人、白人856人）とい う小 さな集落であ り、

「ガ ン 街道」 の ほ ぼ 中間点に位置 して い る 。 1950年代か ら、石油化学産業が コ ン ベ ン トに も進出

し始め、2．OOO人強の 人 口 の 集落に、現在で は石 油精製や化学関連の 8つ の 工 場が立地 して い る 。

しか しなが ら、こ れ らの 企業進出 は地域発展に はほ とん ど貢献 して お らず、コ ン ベ ン トにお ける

生活保護受給者の 割合は約4割に も上 る （U．S ．　Bureau　of　the　Census，1992；Calhoun ，
1992＞ 。

　 こ の 草の根運動は環境正義運動 として 問題化 し、州内に とどまらず国 レ ベ ル の 関心を呼んだ 。

全米規模の 環境 団体で あ る グ リ
ー

ン ピー
ス USA や 、公民 権運動の リ

ー
ダ
ー的存在で ある ジ ェ

シ ー・ジ ャ ク ソ ン師なども住民運動の 支援活動 を行な っ た 。

2．2，大気汚染許認可審査に お け る 「住 民参加」プ ロ グラ ム

　企業は、工 場全体の 操業に関 して 、多 くの 許認可 を州政府や郡か ら必要 とする
・14 ）

。 中で も、

重要な の が大気汚染許可 （Air　Permits）である 。 こ の 許可 が下 りる と企業は建設着工 に入れ る た

め、事実上の 「建設許可」 とい う意味を持 つ
。 その ため 、 企業は大気汚染許可取得に真っ 先に着

手し、一一
方、建設反対住民 は こ の許認可審査過程にお い て強 い 抵抗 を試み た 。 本稿で は大気汚染

許認可審査に お ける住民参加に つ い て考察す る こ とを予定 して い る 。 まず 、 参加の 根拠 となる

「住民参加」プ ロ グ ラ ム と、おお まか な審査 プ ロ セ ス に つ い て 見て い くこ と にする 。

　住民に 意思 表出 の 機会が提供され て い る の は、基本的 に、パ ブ リ ッ ク・コ メ ン ト期間 中の 文書

に よ る意見提出 と
、 公聴会で の 口頭陳述に よ る もの で ある 。 少な くとも30 日間の パ ブ リ ッ ク ・コ

メ ン ト期間が設けられる 。
コ メ ン トを提出する主体や、コ メ ン ト内容に 関する限定はな い

。 住民

は州環境局へ 公聴会 を要望す る こ とがで きる 。 陳述者の 数に制限 はな く、希望者が い る限 り陳述

の 機会を奪われ る こ とはな い
。

パ ブ リ ッ ク ・コ メ ン ト期間と公聴会に お い て提出された コ メ ン ト
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表 1　 シ ン テ ッ ク塩化 ビニ ル 工 場操業 に 関する 「大気汚染許認可審査」関連年表

1994．2．11

19961

2．
2．135

．

7，198

，14io

．

11．712
．919QZ5

．225

，23

7．169

．99
．10

11，

ク リン トン 大統領 、「環境正 義に 関する大統領令」 を発令

フ ォ ス タ
ー
民 （共和党）、ル イ ジア ナ 州知 事 に就任

シ ン テ ッ ク、工 場建設 予 定 地 を 3地 点 に絞 る

企 業が 行 っ た環境調査 で、工 場 予 定地 の 土 壌 と地 下水 の 汚染を確認

ル 州 知 事 とセ ン ト ・ジ ェ
ー

ム ス 郡 長、シ ンテ ッ ク 社長へ企 業誘致 の 手 紙 を送 る

シ ン テ ッ ク、汚 染 情報を地 域住 民 に 開示 しな い よ う州 に 求め る

ル 州、シ ン テ ッ クの 要求 を 聞 き入れ 、汚染情報 を 「秘 匿特権付情報」 と する

　「雇 用 と環境の た め の セ ン ト・ジ ェ
ー

ム ス 市民 の 会」 （SJCJE ）の 結成

シ ン テ ッ ク、許認可申請を州環境局に 提出

州環 境 局、シ ン テ ヅ ク塩 ビ 工 場 操 業 申請 関連 の 書 類 を公 告

州 環 境局、f大気汚 染許可 」 に 関す る公 聴会を開 く。約 300 人参加

SJCEIEと市 民団体 、
　 EPA へ 「大 気 清浄法 j （1990）に基 づ い た行政 不 服 申立 て

州 環境局、シ ン テ ッ クに 「大 気 汚染許 可 亅 発行

（5 月以 降、州 知事を中心 と す る州政府、ビ ジネス 界が住民 運 動バ ヅ シ ン グ を強 め る）

SJCJE と市民団 体、　 EPA 公 民課 へ 「公 民権法 1 （1964） に基 づ い た 行 政不 服 申 立 て

ル 州 の 3 産業団体、ル イ ジア ナ高裁に 「トゥ レ
ー

ン 大学環境法律相談所」 の 活動内容に 関 し提訴

EPA 、塩 ビ 工 場建設 申請の 中に 49 個所の 技術的欠陥 を指摘 し、「大 気汚染許 可 J 申請を州 に差 し

戻 す 。 さらに、こ の 事 例 を聚 境正義政 策 の モ デ ル ・ケース とす る

州経済 開発 局、住民 運 動 を支援す る 2 団 体 ・組織 （NPO ）の 税控除ス テ イ タ ス を、公 費 で 調 査 し

て い る こ とを認め る

19981

．23−24 州環境局、「大気汚染許可 」

2．176

．17

9．16

　　　　　　　　　　　　 と 「環境正 義」 に 関す る公 聴会を開く

工 場予 定地の 土壌 と水質汚染に 関する 情報発覚が、新聞報道 され る

ル イ ジ ア ナ州 高裁 、 規則 を変 更 し、 州 内の 大 学付 属法 律相談所 の 活 動 内容 を以前 よ り制 限す る決

定 を 出す （98．7．1施 行 ）

シ ン テ ッ ク、工 場予 定 地変更を発表

は 、公衆が 閲覧で きる よ うすべ て施設予定地域 に お い て 公開され る （Tulane　Environmental　Law

Clinic
，
1995）　。

　州 の 環境局は 、事業者か らの 申請内容 と市民 か ら の 意見書 をもと に、許可発行に つ い て の審査

を行なう。 州環境局が許可案 を作成する と、次は 、 EPA の 地方局がそ の 許可案の レ ビ ュ
ー

を行な

う。 基本的にはEPA か らの 承認を得てか ら、州は 正式に大気汚染許可を企業に発行する 。
　 EPA は

州の許可案に違法 1生などを確認した場合、州が 出した許可案に異議 を申し立 てる権限 を有して い

る 。 EPA が 自主的 に異議を唱 えない 場合、住民はEPA に対 して 「行政不服申立 て （petition）」を

行な うこ とが可能で あ る 。 こ の場合、申立て 内容はEPA の 地方局で はな く、ワ シ ン トンD ，C．の

EPA 本部で 審議され る。　BPA が州の 許可案にク レ イム をつ けた場合、州政府は審査をや り直 さな

ければ ならな い （Tulane　Environmental　Law 　Clinic
，
1995）。

　大気汚染許認可審査に 関する規則は 、 1990年に改正 され た大気清浄法 （1990）に よ っ て 規定さ

れ て い る 。
こ の 改 正で、連邦環境保護庁が 各州を監督する権限が うまれ 、 市民 に と っ て は、連邦

政府へ の 「行政不服申 iZて」が 口丁能 とな っ た 。 ル イ ジ ア ナ州で も、95年よ り、 改正大気清浄法

（1990）が施行 されてい る 。 法改正以前の ル イジ ア ナ州で は 、 住民の 要求にもかかわ らず、州政

府が公聴会の 開催 を認めた こ とはなか っ た とい う u ）
。 96年秋頃 よ り始 まっ た シ ン テ ッ クの 許認
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可審査は、法改正以後、州政府が住民参加をふ まえて、どの ような審査を行なうか を示す分岐点

であ っ た 。

3．「大気汚染許可」審査 をめ ぐる州 と住 民参加

3．寸．用地 選定

　 メ キ シ コ 湾一
帯か ら新工 場予定地 を探 して い た企業側は、1996年1月の 時点で 、用地 を3地点に

限定す る 。 テ キ サ ス 州か ら 1地域、ル イ ジ ア ナ州か らは セ ン ト・ジ ェ
ー

ム ス 郡と 、 それ に 隣接 し

た郡が候補地 に あが っ て い た 。 96年2月に ル イジア ナ州知事 とセ ン ト
・
ジェ イム ス 郡長は シ ン テ ッ

ク杜長 へ 手紙を送 り、地元政府 と して工場進出を望んで い る こ とを明確 に述べ て い る t61
。 企業

は 、 96年 10月に セ ン ト・ジ 」 ．一ム ス郡 コ ン ベ ン ト用地で の 塩化ビ ニ ル 製造⊥場操業に 関す る申請

書を提出した 。 こ の地を選んだ理 由を、豊富 な原料へ の容易な ア クセ ス （エ チ レ ン や塩、天然 ガ

ス な ど）と商業用 イ ン フ ラ （鉄道や パ イプ ラ イ ン、水深の 深い 商港）を兼ね備えて い るか らであ

る と企 業側は説明する 17） 。

　
一一

方で 、よ り政 治的に穏や かな地域 を選ん だ とい う解釈 も可 能で ある。　「ガ ン街道」の ほ とん

どの 郡 （約10郡）に草 の 根環境団休が存在する 中で 、セ ン ト ・ジ ェ
ーム ス郡に は組織化 され た環

境運動の展開が 見られ なか っ た経緯がある ／Sl
。 反対運動 の 発 生 を当然避けた い 企業の 立場を考

慮する と、反対運動が最 も起こ りそうに な い と予想 された地域が、典型的な貧 しい ア フ リカ系地

域で あ る コ ン ベ ン トで あっ た、とい う見方は妥当で あろ う （Bullard，1990，1994；Bryant　and 　Mohai，

eds ．，1992） 。 立地選定には、郡議員な どが協力して い るが 、 地元住民 に は ま っ た く計画自体知

らされ て い なか っ た とい う。

3．2．運動組織の結成

　企業や郡議会の 予想を反 して、企業が 正式に工場予定地 を発表する以前に、塩 ビ工場建設に反

対する住民組織が結成 され た 。 住民運動の リ
ー

ダ
ー

とな る パ ッ ト ・メ ラ ン ソ ン氏 （Pat　Melancon ，

30代 白人女性）の 呼びか けで 、96年8月　14 【
．
・i、シ ン テ ッ ク進出に関する 最初 の 住民 集会が 開か

れ 、約200か ら250人 の 住 民が集ま っ た 。
こ こ で 「雇用と環境の ため の セ ン ト ・ジ ェ

ーム ス市民の

会 （St．　James　Citizens　for　Jobs　and 　the　Environment ）」 （以 下、 「セ ン ト・ジ ェ
ー

ム ス 市民の 会」

と表記）を結成 し、塩 ビ工場 建設 に 対 して 反対運動 を進め て い くこ とを決定 し た 一．　 「セ ン ト ・

ジ ェ
ー

ム ス 市民 の 会」は、ア フ リ カ系 と白人 の 住民 に よ っ て組織され て お り、 中心 メ ン バ ーの ほ

とん どが 敬虔なカ ソ リ ッ ク信者の 中高年女性で ある 。 また 、 1：場勤務の 夫をもつ 女性が多く、階

層 的 に は ブ ル ー・カ ラ
ー

層で ある 。 工 場か ら排出される 汚染物質が起因 して い る と思 われる健康

障害を訴え る 人は多 く、こ れ 以上 の 汚染源 を地域 に持ち込 む こ とは許せ な い と い う思 い を込め

「もう要 らない と言 っ た ら要らな い （Enough　ls　Enough1）」 をス ロ
ーガ ン に掲げた 〔91

。 反対住

民が問題 に したこ とは 、〔1）工場予定地域周辺で はすで に汚染施設が集積 し、環境悪化が深刻化

して い る こ と、（2）工場予定地域周辺 に は 、低所得の マ イ ノ リ テ ィ が 多数居住 し て い る こ と、（3）

塩 ビ工 場進出は地元 で の 雇用創出 に ほ とん ど貢献 しな い こ と、（4）塩化ビ ニ ル 製造に 関する3施設
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と産業廃棄物処理施設の建設とい う計画規模の 大 きさ、（5）汚染企 業に対する 産業税控除の不当

性、で ある。特に、（1）と（2）の 点 は大 きな争点 とな り、シ ン テ ッ ク の 用地選定は 「環境人種差

別」で ある とい う枠組みが運動側か ら提示された。

　 「セ ン ト ・ジェ
ー

ム ス 市民の 会」は、パ ブ リ ッ ク ・コ メ ン ト期間中に は、地元住民や工場予定

地近 くの 小学校教諭な どか ら集めた 1
，
100人以上 の署名をは じめ 、建設反対を求め る約2000通の

要望書 を州に提出 した 。 支援団体 の
一つ 「ル イ ジ ア ナ環境行動ネ ッ トワ ーク （LEAN ）」は、企

業出 した許可 申請書の なか に違法個所を指摘 した高度に技術的な意見書 を提 出 して い た 。

　 「大気汚染許可」 に関する公聴会は 、 97年12月9日 、 工場 予定地に近 い ロ マ ビ ル （Romeville）

小 学校の 体育館 にて開か れた 。 州環境局大気課が主催 した公 聴会に 、 300人以上 の 人が 参加 し

た 。 本来な らば到着順 に陳述する の であるが、州環境局は、シ ン テ ッ ク ・テ キサ ス 工場で の雇用

者を含む企業関係者に優先的に陳述 を許 した 。 企業関係者の陳述 には時間制限を設 けなか っ た州

環境局が 、市民の 陳述 に な ると5分 間の 時間制限を課 したた め 、反対住民の 不満が高 ま り、公聴

会はか な り混乱 した 状態に な っ た とい う。　「どうして 、施設の影響を最 も受けるで あろ う住民 に

最初に話 させ ない の か 。 何の ため の 公聴会な の か わ か らな い 」と多くの 住民 が 不満を訴えた 。 公

聴会は未 明 1時 まで 続 い た 。

3．3．州 に よ る 政策決定

　州環境局 は、住民 か ら の 要求を受けて 、コ メ ン ト期間を1ヵ 月間延期 した。後 の 情報公開請求

によ っ て 明らか に な っ た こ とで あるが 、
ル イジアナ州を管轄に もつ EPA の 第6地方局 （EPA 　Region

VI）は 、 12月g日の公聴会にお ける住民参加が十分で なか っ た こ とを理 由に 、 州環境局に再度公

聴会を開 くこ とを提案して い た 。 しか し州環境局 は、コ メ ン ト期間の 延長で もっ て 公聴会の 不備

を補 うと して 、その提案 を退けた 。 さら に 、 EPA 第6地方局の 職員は、こ の事例 は明 らか に環境

正義の 問題 に抵触す る と考え、州環境局に こ の 問題につ い て の 配慮を示すよう要求 して い たこと

が情報公開で 明らか に な っ て い る 。 しか しなが ら、環境正義の 問題に言及する こ となく、また、

EPA の レ ビ ュ
ー
結果 を待たずに州環境局は97年5月23 日 に大気汚染許可を企 業に発行した

（1°）
。

3．4，州政府に よる情報隠蔽

　意味の ある 「住民参加」を実現するため には、十分な情報提供が重要で ある 。 情報が十分に与

えられ て い ない 場合、住民が的確 な判断を下す こ とは困難となる か らで ある 。　「セ ン ト ・ジェ
ー

ム ス 市民の 会」メ ン バ ー
は運動開始当時か ら、情報不足 を訴えて い た 。 例 えば、米国で は危険施

設 の 設置に際 して 、
「
最 悪の シ ナ リオ

／1
の 提示や そ の 場合の 避難方法に 関する情報提供が必要 と

されて い る 。 しか し、 企業か ら も州か ら も、そ れ ら の 情報は ほ とん ど出 され て い なか っ た。

　州政府の 企業優先的 な姿勢を象徴 して い る の が、州環境局に よる 「汚染情報隠蔽」で ある 。 企

業が96年2月に行な っ た予定地の環境調査で、土壌と地 下水の 汚染が確認 された 。 予定地 の 土壌

は、鉛 や ヒ 素、ク ロ ム などの 重金属や ベ ン ゼ ン などの化学物質に よ っ て 汚染 され て い た 。 しか し

ながら、汚染情報の 開示に よっ て地域住民 との 関係悪化 を恐れ る企業は 、 同年5月 に土壌汚染 を

示す リポ
ー

トを公共の 閲覧に供 しな い よう州環境局局長に要求 した 。 州環境局は 、 7月19日付の
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企業へ の 手紙で汚染情報を秘 匿特権付情報 とす る こ とを認め て い る 。 州の文書に よ る と、同様の

要求は96年8月に も企業側か ら 出 され 、州 環境局か ら承認 を受けて い る 。 州環境局は、　「用地の

土壌汚染 と地下水汚染 は公共の健康や 環境へ 重大な損害をあたえうる
……

」こ とを知 りなが ら 、

97年5月に 「水質汚染許 可」を発行して い た の で ある 。 こ の 汚染情報は、無償で 住民団体の法的

弁護活動をお こ な っ て い る 「トゥ レ
ー

ン大学環境法律相談所 （Tu 且ane 　Environmental　Law 　Clinic）」

の 再三 の 開示要求に よ っ て 、98年1月に秘匿特権が はず され た
〔111 。

3．5．支援団体 へ の 圧 力

　住民参加を制限した り限定的な情報公 開にとどまらず、州政府は住民団体や支援団体に さまざ

まな形で圧力をかけて い る 。 特に、97年5月に 「セ ン ト
・ジェ

ーム ス 市民の 会」と支援団体がEPA

へ 「行政不服申立て」を提出 して以 降、州政府に よる住民運動バ ッ シ ン グが激 しさを見せ た。許

認可審査が思 い 通 りに運ばな い とい う州政府 の 不満 の 矛先は 、住民組織の 法的弁護を行な っ て い

る 「トゥ レー
ン 大学環境法律相談所」に 向け られた 。 例えば、97年7月、州知事は、ニ ュ

ー
オ リ

ン ズ市内 の 産業界代表 との会議で 、　「トゥ レー
ン 大学環境法律相談所」を批判 し、会議参加者に

トゥ レー
ン 大学へ の 寄付金につ い て再考す るよ う要求した （Gambit　Week ！y，97年7月24 日付〉。

　州知事の発言が 引 き金 とな り、 州内にお い て影響力 を もつ 商工会議所などの 産業界代表 t12／，

が、ル イジ ア ナ高裁に 「トゥ レ
ー

ン大学環境法律相談所」に閼する調査を要求す る訴訟 を、同年

9月に起こ した 。 「何 も違法なこ とは行な っ て い な い 」に もかかわ らず、 「トゥ レー
ン 大学環境

法律相談所」は 組織 内部 の 活動内容を調査 され る こ とに なっ た 。 結局 、州高裁 は 98年7月 に、大

学付属法律相談所の活動内容を定め た規則に変更を加え、無償弁護を受けるため の資格 （収入 レ

ベ ル など）を厳 し くする決定を下 した
c13）

。 調査が 開始され た時期の 地元紙The　Advocate （97年

10月9 日付〉に掲載され た風刺漫画は、両者の 力の差が 歴然と して い る こ とを示して い た 。 刀 を

もち武装 した 大男3人 （州政府と産業界 、 シ ン テ ッ ク の 代表）が、お もちゃ の パ チ ン コ をもっ た

子供 （トゥ レー ン 大学環境法律相談所）を脅して い る とい う構図で ある 。 企業側には、州政府 と

ル イジア ナ州商工協会が後ろ盾と して 存在 して い る こ とも、あきらか に見て取 れ る。

　さ らに 、　「トゥ レーン大学環境法律相談所」に よる情報公 開要求に よ っ て 、州経済開発局の 局

長で ある レ イリ
ー氏 （K，P．　Reilly）が、反対運動を支援 して い る2団体 （NPO ）の 税控除ス テ イ

タ ス を秘密裏に調査 して い る こ とが 同年 11月に明 らか となっ た。調査対象とな っ て い た の は、先

の 「トゥ レーン大学環境法律相談所」と、支援団体の
一．．・

つ で ある 「公正 な税の ため の ル イ ジ ア ナ

連盟 （Louisiana　Coalition　for　Tax 　Justice）」で あ っ た 。 レイリ
ー経済開発局長は、州弁護士 をつ

か い 、つ ま り公費で もっ て こ れ らの 調 査を進め て い る こ とを認め、 「彼 ら を打ち負かす ため に

は、あらゆ る
T’
合法的

”
手段 を使 うつ もりだ」と公言 して い る （Gambit　Weekly，97年 11月18 日

付）。

　こ れ ら の 州政府関係者に よ る支援団体へ の 一連の 圧力的活動は、　「住民参加」排除の 姿勢を端

的に表 して い た 。 税控除ス テ イタ ス を承認する権限 を有 して い る州がその 優位性を利用 し、草の

根運動からの支援団体の離脱、ある い は活動の 制限、運動の 分断、などを画策 して い た 。 その 州

政府の 意図は明 らか で ある 。

97

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　for 　Environmental 　Sooiology

原 ロ ：環境正 義運 動に お け る住民参加政策

3．6，州政府の バ イ ア ス と環境正義
一小括

　
一．・
私企業 の 化学工 場建設 を め ぐり、州政府の 首長や職員が お お や けに企 業を支援す る こ とは珍

し くな い に して も、反対住民 に敵対心 を表わ し、 さら に は支援 団体 の 活動 を制限す る策略 を練る

とい う行動は 、 全国レ ベ ル の環境団体な ども巻き込んだ塩 ビ工 場反対運動が脅威で あ っ たか ら こ

そ 、 とみ る こ と もで きよ う。

　 しか しなが ら、州政 府が ヒに述べ た ような強力な介入 を進めた背景には、もともと シ ン テ ッ ク

進出計画が、州知事 を巾心に 「経済発展」の好機会 として 迎 えられた こ とがあ っ た 。 フ ォ ス タ
ー

（M ．Foster，共和党）ル イジアナ州知事は、96年1月 の就任以来、経済投機 を促進する 政策を奨

励 して お り、約200万坪 とい う広大な予定地と7億 ドル とい う初期投資額が 象徴す る大規模な シ ン

テ ッ ク塩 ビ工場 は 、 「経済発展」を標榜す る州知事 に と っ て は念願 の 計画で あ っ た 。

　ル イジ アナ州政府が 「経済発展」を最優先に した政策をお こなっ て い る状況下、　「住民参加」

プ ロ グ ラ ム は、無 きに等 しい もの で あ っ た 。 州環境局が設定 した公聴会や パ ブ リ ッ ク ・コ メ ン ト

期間な ど の 「住民 参加」政 策は 、
「F
開かれ た社会的意思決定

1

の 実現の た め で は な く、許
’
口∫発行

を行 うた め の
”
必要条件

”

にす ぎなか っ た こ とは明 らか とな っ た 。 　「住民参加」プ ロ グラ ム 制度

が 存在 して い た と して も、州政府が企業誘致を強 く希望 して い る場合、反対住民の 要求は意思決

定過程 にお い て公平 に評価 されな い こ とを如実に示 して い る 。 また 、本事例で は、意思決定に 関

する 「情報公開」は当然 とされ て い る米国社会に お い て も、お おやけな形で 「不公平」なバ イア

ス の かか っ た意思決定が され て い る とい うこ とを確認 した。上記 の よ うに 、制度に の っ と っ た

「住民参加」の み で は、反対住民の要求 を実現する こ とは到底不可能で あ り、反対住民は対抗的

な運動 を展開せ ざるを得 なか っ た 。

　一方、情報自由法の 活用 に よ っ て 、住民 団体や支援団体は、州政府の 「不公正」 さを追及する

根拠 となる情報を得て い た。州知事か らシ ン テ ッ ク社長へ の誘致目的 の 手紙などの 晴報をは じめ

とし、数々 の会議上 で の州職員の発言な どの情報 も反対住民側は得て い る 。 それ らの 情報を もっ

て 、 「ト ゥ レー
ン 大学環境法律相談所」の弁護の もと 「セ ン ト

・ジ ェ
ーム ス 市民の 会」は、法的

手段 を用い た り、EPA へ の 行政不服申立 て を行な っ た 。 大気汚染許認可審査の 責任者である3人

の 州環境局職員 （局長、副局長、大気 ・放射能保護課課長補佐）が、本事例の 許認可審査に お い

て
「卩
中立的

「1
判断を行なっ て い たか否か に つ い て の 裁判が係争中で ある 。 情報公 開請求によ っ て、

市民運動側 は審査過程 の 詳細 を知る こ とが で き、それ らの 情報を生か した訴訟戦略を とる こ とが

で きる 点は 、民主 的制度が 整 っ た米国特有の こ とで あ る と思 われ る。

　次節で は 、 連邦政府で あ るEPA と 「住民参加」プ ロ グ ラ ム に つ い て見て い くこ ととす る 。

4．「大気汚染許可」審査 をめ ぐる EPA と住民参加

4．1．EPA に よ る異議

　基本的 に、許認可審査は州政府によ っ て 行なわれるが、前述 した通 り、大気汚染許可に関 して

は、監督官庁 として EPA は州の決定に 異議 申立 て す る権限 を有 して い る 。 しか し、こ の事例以前

にEPA がそ の 権限を行使した前例はな く、従来の 流れで は州政府に よる許認可発行が、ほぼ最終
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許認可を意味 して い た 。

　97年 5月22日 に 「セ ン ト ・ジ ェ
ー

ム ス 市民の会」と18の市民団体は、許認可 の取 り消 しを求め

て 、大気清浄法 （1990）に基づ い た行政不服 申立て をEPA に提出 した。こ の 申立て で 、反対住民

と支援団体は 、 人種的マ イ ノ リ テ ィ や低所得者層に対する不平等な環境汚染の 負荷を軽減 した り

防止する こ とがEPA の 義務で あっ て、シ ン テ ッ クに許認可 を与える こ とは、逆 に不平等な環境負

荷 を増幅させるため 、 大気汚染許可は却下され るべ きだ、と主張 した 。 さらに、計画中の 塩化 ビ

ニ ル ・モ ノ マ
ー工 場の構造 に は欠陥があ り、大気清浄法に違反である こ と も指摘 した 。 そ の 後、

環境正 義の 問題 は、大気清浄法で は扱えな い とい うEPA の 意向に従 い 、 「セ ン ト ・ジ ェ
ーム ス市

民の 会」 と市民団体は、97年7月に 、公民権法 （1964）に基づ い た 「行政不服 申立て」 をEPA 公

民権課 （Office　of　Civil　Rights）に提 出 した 。

　それ に対 して EPA は、大気清浄法 （1990）に基づ い た 「行政不服 申立て」を認め、州政府に再

審査 を要求する決定を下 した 。 EPA は、シ ン テ ッ ク の 塩 ビ 工場建設計画の 中に、49個所に及ぶ 技

術的欠陥を確認 した ．　「ル イ ジ ア ナ環境行動ネ ッ トワ
ー

ク」と協力閧係にある技術者 と理系出身

の トゥ レ
ー

ン 大学の 法学生 に よ る技術的欠陥の 指摘は、州政府 とEPA 第6地方局へ も提出 されて

い たが、EPA 本局に よ っ て初めて認 め られ た 。

　ところが 、 公民権法に基づ い た申立 て 、つ ま り、環境正義問題 に関 して は、EPA は 最終的な判

断を下 して い ない 。 そ の かわ り、こ の 事例 を環境正義政 策の モ デ ル ・ケ
ー

ス とする こ とを決定

し、人 口 調査や環境汚染調査 などを行な っ た上 で 、環境正義に つ い て の 判断を決定すると した。

ル イジア ナ州政府 に対 して は、再審査の なかで 環境正義問題につ い て も考慮するよう求め た 。 州

の 許認可審査は、再度や り直 され て お り、環境正義問題 の み を扱 っ た 公聴会 も98年1月 に 開 か れ

て い る 。

4．2．EPA と環境正 義

　こ の 事例 に関 して 言うならば、連邦政府機関へ の 申立て 制度の 存在が、反対住民の 訴えが 公的

機関に 聞き入 れ られ る機会を生 み 出 した こ と に な る 。 また、住民に よ る 「行政不 服 申立 て」が

EPA に承諾され た 理 由の 一つ は 、　「環境正義」 と い う問題 を含ん で い る申し立 て で あ っ たか らで

あ る と考え られ る 。

　1994年に クリ ン トン大統領は、　「連邦各省庁は、法の 許す範囲にお い て 、 政策立案や 政策執行

に よる人種的 マ イ ノ リテ ィ や 低所得者層の 健康面そして 環境面に お ける不平等な影響に適切 に対

処 し、環境正義 を達成する こ とを使命とする」こ とを目指 した行政命令 「環境正義に関する大統

領令」を発布した。 大統領令は法的権限が な く具体性 を欠い て い る ため に、EPA は主務官庁 とし

て 政策 に適用で きるよ うなガ イ ドラ イ ン を策定する こ とが求め られ て い た。96年12月に 、EPA 公

民権課は特別調査班を結成 し、それ まで に提出され て い た申立て に基づ い て 環境正義政策の 枠組

み の 検討に 入 っ て い た 。 EPA 公民権課 が 何 ら か の 業績 を出 さなけれ ば ならなか っ た時期に、シ ン

テ ッ ク に関する行政不服申立 て は提出された の で ある 。 EPA へ の 申立て が認 め られた の は、　「セ

ン ト・ジ ェ
ーム ス 市民の 会」による建設反対運動による成果 の み ならず 、 環境正義運動の こ れ ま

で の 蓄積が大 きく作用 して い ると見る こ とが で きよう。
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　こ こ で 強調 した い こ とは、草の根建設反対運動に対する ス タ ン ス が 、 州政府とEPA で は 、非常

に異なる とい う点で ある 。　「経済開発」 を推進す る ル イジアナ州政府に とっ て は 、計画進行 を妨

げる
’1
邪魔物

「’
と しか 映 らなか っ た塩化ビニ ル 工場建設をめ ぐる反対運動は、EPA に と っ て は 環

境正義の 政策枠組み を決定するため の
1

格 好の事例
“

として 認識 された の で ある 。 その ため に 反

対住民の 申立て は公平 に レ ビュ
ー

され 、完全 で はな い に して も聞 き入 れ られ たと思われ る 。

　しか し、結局の とこ ろ 、EPA は 「環境正義」を根拠 と して は、州の 許可案を却下す る に は至 っ

て い な い 。 EPA の こ の よ うな遅々 と した対応は、ル イジ ア ナ州北部の 小 さな集落に予定さ れ た ウ

ラ ン 濃縮工場建設計画に 関す る操業審査にお い て 、 「環境正義に 関する大統領令」を判断根拠 の

一
つ として、98年4月に建設申請 を却下 した原

．
r・力規制委員会 （NRC ）の 決定 とは 対照 的 で あ

る 。

5．む すびに かえて

　本稿で は 、工 場の 新規操業に 関する許認可審査に 「住民参加」プ ロ グラ ム が策定されてい る米

国 の 状況 をふ まえ て 、
”
ア フ リカ系住民

”
や

「「
ブ ル

ー ・カ ラ
ー

層
「「
の 「参加」は、審査手続 きとい

う社会的意思決定プ ロ セ ス に お い て どの ように扱われたの か につ い て検討 した。本事例で 明 らか

とな っ た ように、ル イジ ア ナ州政府の 企業優先的で 排他的な意思決定過程に お い て 、
／1
マ イ ノ リ

テ ィ 住民
「1
や

F’
ブ ル ー ・カ ラ ー層住民

「「
に よる 塩 ビ工 場反対 とい う要求は 、ほ とん ど効力 を もつ

こ とな く不公 平な扱 い を受け て い た。こ れ は 、形式的に は
’1
開かれた

”
そ して

”
透明 な

1’
意思 決定

過程におい て も、意見が公平に意思決定に投影され る よ うな
1T

有意味
「「
な 「住民参加」を保障す

る こ と に はならない こ とを示 してい る 。 大規模な塩化ビニ ル 工場進出を重要な経済投機であると

認識 して い る ル イジ ア ナ州政府は 、 住民の 意思決定過程へ の 参加をなるべ く排除 しようとする方

向に動 い て い た 。 具体的に、その 意図 は情報の 限定的開示や 支援団体へ の 圧力 とい う行動 に表れ

て い た 。 制度確立 の
一

方で 、住民参加を実質的に妨げる よ うな慣習や組織的判断の 存在を本稿で

は問題 として 提起 した。

　
一

方、反対住民の 訴えは、　「環境正義」政策に取 り組ん で い る EPA へ 申し立 て る こ とに よ り、

実質的に影響力を もつ こ と にな っ た 。 EPA の 関心を引 く
一

因とな っ た の は、申立て が、環境行政

に新たな視点で ある社会的特性を取 り込 もうとして い る
、
EPA 公民権課 が 求め て い た特徴 を含ん

で い たか らで あ っ た 。

　こ れ まで 見て きた 「住民参加」政策におけ る問題点 は、こ の事例に特有 とい うわけで はな い
。

EPA 公民権課へ 提出され た 「環境正義」に関する行政不服 申立 て が 、 98年8月の 時点で約60件 に

上 る こ とがそ れ を証明して い る とい え よう
il［41 。近 い 将来にお い て 、　EPA が どの ような の環境正

義政策 を策定する の か、そ して、そ れ が現在の 環境政策の あ り方に不満を抱える マ イ ノ リテ ィ 住

民 の 運動 にどの ような影響 をもた らす の かが 、今後の 焦点 とな っ て くる だ ろ う。
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注

（1）本稿 の 分析 で 用 い た デ
ー

タ は主 に、筆者が 行 な っ た98年2月か ら3 月、12月の 2回 の 現 地調査 で 得 た も

　 の で あ る 。 建設反対運動 に 関わ っ た 地域住民や 支援団体関係者へ の 聞き取 り調査 に加 え、集会参加の 機

　 会ももっ た 。

（2）信越化学 は、tg74年に テ キ サ ス 州で 操業を開始 し、90年に は ア メ リカ 最 大の 塩化 ビ ニ ル 製 造 メ
ーカー

　 と な っ た （信 越化学工 業株式会社 社史編纂室，1992＞ 。

（3）　「ガ ン 街道」地 域 の 研究 と して は、Wright，　Bryant　and 　Bullard（1994）；Louisiana　State　Advi呂ory 　Committee

　 to　thc　U ．S．　C 〔〕mmission 　on 　Civil　Rights（1993）に 詳 しい 。

（4＞主 な もの だ けで も、州政 府 よ り大気汚染許可 と水質汚染許可、有害廃棄物許可 を必 要 と し、 郡か ら は

　 沿岸使用許 ロ∫を必要 とす る 。

（5）草の 根環境団体 LEAN と協力関係 に あ る技術者 Gaπy　Miller氏か らの 私信 に よる （99年2月25日付） 。

（6）Christi　Daugherry（且997）．

（7）LABIEnteiprise，　December （1997：3）を参照 。

（8）対照的 に 、セ ン ト・ジ ェ
ー

ム ス 郡 に 隣接 し、ル イジ ア ナ 州内の もう
．．．・

つ の 候補地 と して挙が っ てい た

　 セ ン ト・ジ ョ ン ・バ プテ ス ト郡 〔St，　John　Baptist　Parish）で は、90年代初頭 に台湾資本 （Formosa　Plastics〕

　 の 化学工 場建設計画を 、 草の 根運動で 阻止 して い る 。 Audrey　Evans 氏の ヒ ア リ ン グ に よる （98年3月9

　 目）。

（9）化学物質過敏症 に 苦 しむ50代後半の 女性住民 （R ．R、｝が発 した 言葉か らとっ たもの 。

〔10）EPA の レ ビ ュ
ー
結果 を待 た ず に 、許可 を発行す る こ と自体 は 違法で は な い 。

（11）Waste 　PoliCy　Alert （February　20．1999）を参照。

（12〕The　New 　Orleans　Chamber　of 　Commerce ，　 the　Louisiana　Association　of 　Business　and 　lndustry，　 the　BusinesK．

　 Ceuncil　of 　New 　Orleans　and 　the　River　Region の 3組織。

（13）　「トゥ レー
ン大学環境法律相談所」 の Lisa　W ．　Lavie氏 〔98年3月5日） と Beth　Tee且氏 （98年 12月 10

　 日
．
）の ヒ ア リ ン グ に よる 。 こ の ル イ ジ ア ナ 州高裁の 決定 に は、州内外の 法曹界か ら反発が 相次い だ。

（14）Cray　and 　Harden （1gg8 ）を参照 。
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      THE  POSSIBILITY  AND  LIMITS  OF

    PUBLIC  PARTICIPATION  POLICIES  IN

  ENVIRONMENTAL  JUSTICE MOVEMENTS:

A  CASE  STUDY  OF  GRASSROOTS  ANTI-TOXIC

        MOVEMENTS  IN LOUISIANA,  US

HARAGUCHI  Yayoi

       Graduate School of  Social Science

    TOKYO-METROPOLITAN  UNIVERSITY

1-1 Minami Osawa, Hachieji, Tokyo, 192-0364, JAPAN

     Why  do  citizens  in the United States need  to mobilize  environmental  justice
movements  and  protest against  pollution? Since US  citizens  have opportunities  to

express  their concerns  through  public participation programs  such  as hearings and

public comments  in a permitting process, protest should  be unnecessary.

    However,  research  on  
"environmental

 injustice" and  
"environmental

 racism"  in

the United States has revealed  that low-income people and  racial  minorities  receive

disproportionate exposure  to toxic chemicals  and  other  pollution, Why  has the US

public participation policy, implemented in the 1969 National Environmental Protection

Act and  before, not  worked  for them?  How  are  working  class  people and  racial

minorities  actually  treated  in the public decision-making process?

     To explore  this question, I conducted  a  case  study  of  an  environmental  justice
movement  in a  rural  Louisiana community  against  the construction  of  a PVC  chemical

complex  proposed by Shintech (parent company,  Shin-Etsu, Tokyo, Japan). In its reyiew

of  Shintech's application  fbr an  air pollution permit, the Louisiana state government
sought  te disregard and  obstmct  attempts  at public participation by local residents  who

opposed  the construction  of  PVC  plants in their community.  Under such  circumstances,

public panicipation programs became  merely  one  of  the activities required  to "issue"

the permit, not  an  insurance of  fair decision-making by the state,

Keywords  and  phrases: public participation policies, environmentaljustice,  bias,

    state  government and  US Environmental Protection Agency
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